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r 間 額 設 定

親族構造のありかたが離婚の発生に密接な関係をもっことは多くの研究によって確かめられ

ているO この種の議論は Gluckman(1950)や lJoeb(1935)のような親族構造の形態そのもの

が離婚の多少と関係するという主張から,他の要組と親族構造との接点において明示化される

集団所属のありかたに説明原理を求めるという方向に発展して来た｡(lJeach1957,Ackerman

1963,その他)｡ しかしながら, これらのみかたは家族における人間の行動を集団的説明の枠

内にとじこめてしまうという点で限界をもつ ｡ 本稿においては,外部から導入された,親族構

造とは直接かかわりをもたぬイスラームの法体系とそれを支える諸価値観が,離婚発生に対し

てどのように影響を及ぼしていくかを検討することを通して,いわゆる親族-集団論的発想の

限界を指摘することを試みる｡

*京都大学東南アジア研究セ ンター
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本稿において主な観察の対象とするのは,酉マレーシアの三つのマレー農村であって,1968

-72年の間に,ケダー州パダンララン村 (以下 PL村と略称する), クランタン州ガロック村

(以下 GL村と略称する),およびマラカ州ブキッペゴー村 (以下 BP村と略称する)におい

て行なわれた調査結果を利用した｡1)各調査村の立地上 生業上の特性は下記の如 くである｡

(i)PL村 (ケダー) ケダー州の州都アロールスターから約 7･5km｡ 西マレーシアの穀倉と

いわれるケダーの海岸平野に立地する水稲耕作農村である｡ 近時ムダ河かんがい計画の進展

にともない二期作化が行なわれるようになった｡集落は水路に沿って リボン状に散開し,人

口897人 (180世帯)から成り立っている｡

(ii)GL村 (クランタン) クランタン州の州都コタバルから約 30km｡ クランタン川の河岸

段丘上に位置し,水稲耕作,ゴム栽培,タバコ耕作などを主菜とする｡ 集落は道路に沿って

リボン状に散開し,人口680人 (146世帯)から成り立っている｡

(iii)BP村 (マラカ) マラカ市街から約 13km離れた海岸近くの小低平地に位置し, 住民の

主な収入源は,水稲耕作,ゴム栽培,出稼ぎなどである｡ 家屋は水田中の島状の高みに集中

し,集落の人口は481人 (89世帯)である｡)

これらの調査村における親族構造のあり方は基本的に同一と考えられるが,この事実にもか

かわらず離婚発生に関してはきわめて顕著な差違が認められるのである｡

u 親族構造 ･法 ･価値観

_ll.1.

マレー農民の親族制度は,大方妻方のいずれにも原則として同程度の意味を認める｡ 系譜の

認知については父親の名を子の名に付すことにより父系傾斜をもつアラビア風の命名法がとり

入れられているが,意識の面ではエゴを中心として上下の世代に完全に扇状に拡大する｡家名

なども存在 しないので記憶にとどめられる世代数はきわめて浅い範観にとどまる｡父系 ･母系

または選系的原則によって,祭把,財産などを継承する親族集団が形成されることはない｡結

婚に際して夫から妻に対して婚資金の支払いが行なわれるが,これは原則として個人間の授受

であって,その調達 ･分配をめぐって親族が集団として関与することは全くない｡初婚の場合

の婚資金の平均額は,PL村では540ドル-2)(1959-1968年の結婚について), 13P村では360ド

ル (1956-1971年)3),GL村では230ドル (1961-1970年)である｡ 平均年収の2,3割に相当

1) 未公表のものを含む多くの資料を利用せていただいたこと,および本稿に対する有益なコメントに対

し,口羽益生,前田成文両氏に深く謝意を表する次第である｡PL村の調査は口羽益生,BP村の調査
は前田成文,GIJ村の調査は筆者によって行なわれている｡ なお,各調査村の統計データのうち,と
くに明記しない場合は口羽･坪内･前門 (1975)からの引用であるO

2) マレーシアドル,当時のレ-卜で1ドル-100-120円0
3) 前田 (1973),表3- 6により算出｡
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する額であるが,多額の婚資金を要求する民族の水準ほどに高いとは言えないであろう｡再婚

の女に対しては婚資金の支払いはより少額となる｡たとえば GL村では初婚の場合の半額程度

が標準である｡

イトコとの結婚はとくに優先権が認められる訳ではないが,BP村では全結婚経験の18.1%

が第1イトコ同士の結婚である｡ PL村では9.1%,GL村では3.4%である｡BP村とPL村

では第2イトコとの結婚数が第 1イ トコとの結婚数よりも顕著に少ないのに対し,GL村では

ほぼ同数を占めている｡第 1イトコ姫,第2イ トコ贈,およびその他の親族との結婚を含む親

族姫の割合は,BP村42.5%,PL村20.6%,GL村15.1%である｡

集落内婿のルールは三つの村を通して存在 しないO集村形態をとるI主P村では集落の境界が

明瞭であるが, 運河に沿ったPIJ村および道路に沿ったGL村においては,集落は リボン状

であり,境界はきわめて不鮮明であるO 内婚率は BP村47.6%,PL村22.0%,GL村25.4%

である｡

結婚後の居住に関する特定のルールは三村を通じて存在せず,便宜的に夫方の屋敷地,妻方

の屋敷地,あるいは新たに入手した屋敷地が選ばれる｡PL村および GL村に関しては,農地

(水田およびゴム園)所有において優位にある側の屋敷地が選ばれる傾向が認められ,夫方居

住の比率のほうが妻方居住よりもやや高い｡農地に対する依存度が小さく,出稼ぎなど農業以

外の収入源がかなりのウェイ トを占めるマラカの BP村では逆に妻方居住の割合が高い｡

財産は個人的に所有され,一世帯の財産は夫婦および他の成員の財産の総和である｡夫婦が

共同で得た財は離婚に際しては等分に分割されるのが原則である｡相続はイスラーム法と慣習

法 (adat)のいずれかを選んで行なうが, イスラーム法に従った場合には2対 1の比で男子に

とって有利となり,慣習法に従った場合には男女すべての子に対して均分となる｡ 比較的裕福

な者がイスラーム法を選ぶ傾向があるが,イスラーム法が厳格に適用される例は必ずしも多く

なく,男女均分に傾斜しつつ多分に状況主義的な相続が行なわれることが多い｡4)

世帯は一組の夫婦を中心として形成され,核家族的な形態を示すことが多いが,核家族が世

帯編成の原理としてイデオロギー化されている訳ではないoマレー人の家族は日本におけるそ

れに比して集団性に乏しく, むしろ対人関係のネットワークの累積として 意識されている｡5)

世帯はこのようなネットワークの中から夫婦を中心として近親がぬきとられたものとして成立

しているが,一時期における世帯成員は必ずしも同居の永続性を前提として生活しているので

はない｡状況に応じて年老いた親が子の世帯にひきとられたり,孫が祖父母にひきとられたり

することがきわめて自然におこる｡

4) 相続の詳細については,口羽･坪内･前田 (1965)および坪内 (1972)を参照されたい｡
5) 前田 (1975)はマレー人の家族に対するこのような考え方を familycircleという用語で表現する｡同
じ用法は坪内･前田 (1975)において家族圏という語で行なわれている0
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上述のようなマレー人の親族 ･家族のありかたは,夫婦の結合が崩壊 しても当事者達がさし

て困難をともなうこともなく新 しい家族生活を再開できる基礎を提供している｡他方,対人関

係における圃定性の欠如や結婚後の居住に関する合意による決定は,夫婦間にテンションが生

じた場合,それが容易に離婚につながる可能性を示唆 している｡

Ⅱ.2.

イスラームはマレー人の行動基準としてとりこまれた重要な外来要素である｡イスラーム法

は結婚 ･離婚 ･相続を含む家族生活の諸亀城に関して独白の規定をもち,離婚に関してはその

方法を四つの形式で規定しているOそれらは以下のごとくである｡

(i)クラック (talak) 原理としては夫による一方的な離婚宣言であって,夫は宣言 (クラッ

ク)を与えた事実を一定期間内に宗教裁判官 (kathi)またはその代行者に報告すればよい｡

待婚期間中ならば夫は2度までクラックを取り消すことができる｡この手続きをロジョック

(rojok)という｡同一の妻に対して3度めのクラックを与えると, 妻が他人と正式に結婚 し

さらに離婚 したときにのみ元の夫との再婚が許される｡待婚期問は年とった女の場合3カ月

10日,若い女の場合 3回の月経が終わるまで,妊娠中 の場合は出産までである｡

(ii)パサー (pasah) 宗教裁判官の権限によって与えられ,配偶者が行方不明になった場合な

どに適用される｡

(iii)トゥブス ･クラック (tebustalak) 字意通りには妻がクラックを買いとることであって,

妻が離婚を望む場合に適用される｡

(iv)タァリック (ta'alik) 結婚契約に際して承認された特定の条件に夫が遵反した場合妻か

ら請求できる離婚である｡

マレーシアのイスラーム法には各州において若干の変異があるが,上述の手続きを認めるこ

とについては,三調査村の所在する三つの州の間に基本的な相違は存在しない｡

Ⅱ.3.

イスラーム法はその適用において融通性に富む性格を有する｡結婚と離婚に関していくつか

の例を示そう｡

例1･ 結婚に際しては婚資金を支払うことが義務づけられている｡しかしその額は必ずしも明

示されていないので,これに如何なるウェイ トを与えるかは当該の社会の裁量に依存する｡

例2. イスラーム法では妾を4人までもつことを許容するがそれ以上は許さないOイスラーム

法の一つの適用方法は女奴隷をもっことにより事実上の性関係の相手を増大させることを可

能にするし､他の適用方法は次々と離婚を行なうことにより継時的な多妻を可能とする｡逆

に,複数の妻をもつ場合は平等にとり扱わねばならぬという規定を拡大解釈することによっ

て,厳密な意味での平等は不可能であるとして一夫多妻を禁LLすることも可能である｡
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例3･ 夫による専権離婚であるクラックは妻の意志にとらわれることなく無制限に実行可能で

あるOこれに夫が妻の意志をほとんど自動的に受け入れる事態が加われば,離婚は事実上夫

妻いずれかの単意に基づいてきわめて容易に成立することになる｡他方,離婚は神に許され

たことの中で神の眼からみて最も不快なものであるとする-ディス (伝承)の中で述べられ

ている見解を強調するならば,その発生を強力に制限することも可能となる｡

極端には正反対のものさえも含みうる解釈が成立可能であり, しかもそのいずれの場合でも

イスラームという枠の内にあって宗教に十分支えられているということが重要である｡ 特定の

社会においていずれの見解が採用されるかは,その社会がイスラーム化される前から形づくっ

てきた慣習や,他の宗教 ･文化との接触の度合いに応じて決定されるであろう｡

Ⅱ.4.

既に述べたようにマレー社会は親族構造の側面からは離婚を容易に成立させうる基盤を有し

ている｡このことはマレー人とほぼ同様の親族構造をもつがイスラームを受容していないプロ

ト･マレーの一つであるジャクンの社会において 離婚がかなり多いことからも傍証される｡6)

このような社会に受容されたイスラーム法は,元来容易な離婚をさらに容易にした可能性があ

る｡ すなわち,この場合には,イスラーム法は神の名において個人の行為としての離婚を正当

化することができるのである07)他方, 離婚を忌避する考え方を伝統的に有するキリス ト教思

想あるいはキ リス ト教社会との接触は,マレー人の問においてもイスラームの体系内における

離婚制限の考え方を強調させることになる｡ このような考え方は一般庶民の中 から発生するよ

りも,知的エリー トあるいは宗教的エリー トを先導として一般化の道をたどるであろうOこの

場合においても離婚制限は宗教の釦 こおいて行なわれ得るのである√1

三つの調査料を眺めるときクランタンのGL村においては,イスラーム法の適用のしかたが

前者の様式において現われているといえる｡宗教裁判官に代わって,離婚の登記を行なう村の

イマムは離婚の届出をllT正鰻記な事務的な態度でとり扱う｡talak宣言をした者は登記料とし

て12ドルを宗教局に支払わねばならないが,イマムには後にその40%が手数料として払い戻さ

れる｡ この額は当時の賃金労働者の日当よりも多く,イマムにとっては無視できない収入であ

る｡ マラカのマレー人は,この州の立地上,ヨーロッパ人および中国人との交渉が頻繁であり,

これらの文化の影響をうけることが著 しいことを考慮する必要がある｡この州では1960年頃州

の宗教局 (JabatanUgamaIslam)が確立され従来乱立 していた宗教裁判官を統合 して宗教行

6) ジャクンに関しては,前田 (1965,1966,1967a,1967b,1969)参照｡
7) 原 (1969)の亨三張するイスラーム社会の個人主義的性格はこのような場で明瞭に現われるO神と個人
とのかかわりが最も重要という意味でイスラーム社会において個人主義化が行なわれるという議論は,
VanderKroef(1954)においてもみられる｡同様の立論は rrerHaar(1948)においてもみられるが,
TerHaarはイスラームがキリスト教と同様離婚をきびしく非難するという点において,イスラームの

特殊な現われ方を強調しすぎたきらいがある｡
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政を一本化し,宗教局を通して離婚忌避の考え方を普及させる努力をはじめた｡これに加えて

調査村 BP村にはこの地域で有名な宗教教師が居住し離婚が望ましくないということを強調し

ている｡また離婚の登記を行なう宗教裁判官やその代行者としてのイマムも,当事者を前にし

て,できるだけ離婚行為の実行を思いとどまるように説得する｡8)ケダー州の立場はどちらかと

言えばクランタン州寄りで,両州の中間にあたる｡この州でも少なくとも宗教行政の指導者達

は,講演会などの機会を利用して,離婚が多すぎることに対する民衆の反省をうながしている｡

Ⅲ 離 婚 発 生 の 実 態

Ⅲ.1.

調査村が含まれる三つの州の結婚 ･離婚統計は表1に示す通りである｡結婚数に対する離婚

数の比率から判断する限り,離婚傾向はクランタンにおいてもっとも高く,ケダーがこれにつ

ぎ,マラカではもっとも低いことが明らかである｡このような差が伝統的に存在したかどうか

はより古い時期のデータが入手できないのでここでは断言することができない｡過去における

離婚傾向が現在よりも低いことはなかったという仮定を設ければ,少なくとも1930年代初頭に

おいてマラカの離婚傾向は他の二州よりも低い状態にあったと推測することができる｡1931.-

35年におけるこの州の結婚100に対する離婚は38.8であった｡また,1951～55年の5カ年にお

ける同様の比は,クランタン76.0,ケダー61.4,マラカ31.1であった｡

上述のようにマラカ州における離婚はかなりはやい時期からある程度少なかったと思われる

が,これに加えて1962年以降きわめて顕著な減少傾向が現われ,1966-70年には結婚の11.8%

が離婚に終わるに過ぎないという状態に達する｡9)マラカとは対照的にクランタン州 における

離婚は伝統的にきわめて高率であったと思われる｡ この州ではマラカ州におけるような急激な

減少は出現 していない｡漸次的な減少が認められ,1966-70年には結婚100に対して56.0にま

で下がるが,この数値は1930年代初頭のマラカ州よりもはるかに高い離婚傾向を示すものであ

る｡ケダー州に関しては資料の不足のため変化の傾向を明確に知ることができないが,1964年

における結婚 ･離婚比は50.7となっており,ここでも漸減の傾向を管見することができる｡

三つの州の離婚統計からは上記のほかに次のような差違が見出される｡それは離婚発生に対

する離婚取消し(rojok)の割合に関するもので,この比はケダー州においてもっとも高く,ク

ランタン州とマラカ州では比較的低い｡1951-55年という同一期間について比較すると,その

値はケダー州25･6%,10)マラカ州10.9%,クランタン州8.7%となっている｡ 以上の数値はクラ

8) 前田成文氏とのパーソナルコミュニケーションによる｡

9) この数値はかなり低いものではあるが,同時期の日本よりはやや高い水準にある｡ちなみに1966-70
年の日本においては離婚は総結婚数の9.0%を占めていた｡

10) ただし1953年のデータを欠く｡

8
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表 1 西マレーシアの三州における結婚と離婚の年次変化

クランタン州

次 ⊇ 結婚 離婚
離婚
取消 し

ケ ダ ー 州

結婚 離婚

マ ラ カ 州

結婚 離婚
離 婚

取 消 し

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

1950

51

52

53

54

55

56

57

58

59

1960

61

62

63

64

65

66

67

68

69

1970

71

12,488 11,625

13,256 11,384

12,326 11,163

13,131 10,247

ll,391 9,298

ll,092 8,777

10,003 7,549

ll,639 7,660

13,830 7,846

7,611 4,747

10,723 8,530

10,054 6,856

9,810 6,363

7,176 5,068

8,399 5,463

7,987 5,278

8,264 5,270

8,275 5,052

8,177 4,395

6,933 4,489

7,703 4,423

8,668 4,518

8,136 4,352

3

7

8

3

5

7

1

2

9

7

4

8

8

4

7

7

4

9

0

8

9

6

3

8

0

6

2

0

5

8

0

4

6

4

3

6

1

1

4

8

1

1

5

1

4

8

6

0

7

9

8

6

6

7

7

4

6

7

6

5

5

4

5

5

8

4

4

5

5

1

1

7,724 5,032 884

7,222 4,645 1,116

8,945 5,170 1,117

9,621 4,977 1,323

7,266 4,801 1,061

6,778 4,285

5,789 3,968 1,087

5,814 3,634 984

4,836 3,173 737

6,940 3,924 982

5,105 2,589 671

9

1,358 653 97

1,118 548 70

1,233 537 69

1,369 551 66

1,640 526 66

1,549 519 57

1,466 545 74

1,771 595 53

1,576 461 46

1,452 514 57

1,690 629

2,063 587

1,892 629

3,066 940

3,223 1,344

2,793 1,699

1,936 993

1,859 759

1,767 711

1,924 670

2,159 729

2,693 805

2,235 633

1,943 648

1,871 604

1,945 632

2,099 625

1,939 560

1,969 536

1,977 582

2,003 564

1,865 544

1,441 213

1,687 315

4

5

5

1

6

6

7

5

2

6

8

0

7

0

0

4

9

6

0

6

1

0

8

9

6

7

7

0

6

1

8

7

5

6

7

0

7

7

6

5

6

6

6

5

6

5

1

1

1

2

1

1,633 263 26

1,773 260 18

1,672 170 13

1,813 225 11

1,772 225 12

1,860 204 13

1,908 240 6

2,025 210 4

出所 :原資料はすべて州の宗教局による集計である｡Cordon(n･d･),Djamour(1959),梅田 (1966),節
田 (1974),坪内 (1972)などに公表された数値をとりまとめた｡



東南アジア研究 ユ3巻1号

ンタン州における離婚が-たび宣言されると最終的な決定となる傾向が高いのに対して,ケダ

ー州のそれは再考慮の後取り消される可能性がかなり高い ことを物語っているoマラカ州にお

ける変化は離婚の決定が熟慮の結果行なわれるようになったことを示唆する｡ケダーとマラカ

との相違は事後の反省対事前の反省として,前者は離婚減少の初期,後者は後期の現象として

出現 したと理解できるかもしれない｡

Ⅲ.2.

各調査村における離婚発生の状況は次の通りであり,三つの村の間にも顕著な差が見出され

る｡ すなわち,住民によってこれまでに経験されたすべての結婚のうち,GL村(クランタン)

では40.6%,PL村 (ケダー)では16.1%,13P村 (マラカ)では10.2%が離婚に終わってい

る｡離婚は同一人によって繰り返されることがあるので,全結婚経験者に対する離婚経験者の

割合を調べると,GL村では37.7%,PL村では17.7%,BP村では7.2%となる｡11)

BP村においては男女の居住者から報告された離婚は合計13ケースにすぎないので,以下離

表 2 離 婚 経 験 者 数 と そ の 割 合

GL村 (クランタン)

年 齢 ; 男 子

階 級

10-19

20/-29

30′･-39

40/-49

50-59

60′-

計

結婚 離婚
経 験 者 経験者

1

3

nU

2

6

3

3

3

2

1
132

PL村 (ケダー)

年 齢

階 級

10-19

20′-29

30-39

40-49

50-59

60-

3

9

4

5

0

1

1
1

男

結婚 離婚
経験者 経験者

9

8

7

3

6

2

5

3

2

2

3

7

8

5

01

7

3

7

2

5

9

7

6

8

2

2

4

6

6

不明

3

1

6

7

5

0

2

1

1

8

1

1

2

2

3

1

0

2

0

2

1

2

3

5

5

4

辛
.

明不

妄

撃

-

1-

1-

1-

-

響

-0

--

≡

-

蕊

-

--

-1

-1

--

a

女

鵬
脚

ハU

7

6

6

7

1

明

1

4

3

2

7

0

不

1

5

5

4

8

6

7

1

9

8

2

1

1

1

1

2

フ･r

ll) 結婚･離婚比,離婚者の割合ともに離婚取消し(rojok)が行なわれたものは離婚として扱っていない｡

10



坪内 :マレー農村におけるイスラ-ムと離婚

婚 の実数が多い GL村とPL村について発生状況にかんする-,二のより詳細な比較を試みよ

う｡結婚経験老中離婚経験者の占める割合を性 ･年齢階級別にみると表 2のようになる｡ケダ

ーの女子における不明の多さが目立つが,女子の離婚経験が男子のそれを大きく上廻ることは

ないと考えると,離婚の実数が少ない若年層を除くとすべての年齢階級において GL村の離婚

経験者の割合はPI.村のそれを上廻っている｡離婚経験回数別にみた結婚経験者数は表 3のよ

うになる｡2回以上の離婚経験をもつ者の存在がGL村において目立つ｡結婚継続期間および

子の数別に男女の離婚経験を観察すると表4および表 5のようになる0PL村のデータにおい

*

婚

数

0

1

2

3

4

5

6

離

回

表 3 離婚回数別にみた結婚経験者数

GL村 (クランタン) PL村 (ケダ-)

l

0
9

9

6

3

1

3

1

8
2

3

1

2

2

4

2

0

3

1

1

日り 8

3

7

3

3

2

r: 4

3

2

1

5

3

1

2 27

*ただしパサーのケース2件は除く (GL村).PL村の数値は口羽未公表

資料による｡

L

期 間

溝

年

+

報

1

-

-

-

-

-

-

8

-

1

1

的

計

表 4 結婚継続期間別にみた離婚数

l

男 子 の 離 婚 . 女 子 の 離 婚

I

7

3

4

0

8

3

1

2

1

0
6

2

2

1

1

95

5

7

7

5

3

1

2

8

38

9

8

9

4

4

8

8

4

1

3

9

2

1

｢⊥
l

117

2
4

5

1

1

16

注)不明のケース (GI,村男子5件,PL村男子11件,女子23件はこの表に
は含まれていない｡

ll
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表 5 子の数別 にみた離婚数

男 子 の 離 婚

GL村 PL村

+

0

1

2

3
4

5

8

8

8
4

1

1

5

2

0

2

2

3

1

2

1

女 子 の 離 婚

0

3
9

4

0
↓1

7

3

村
㌃

1l

l

Lp
A

計 ら 100 38 117 16

注)不明ケース (PL村男子11件,女子23件)はこの表には含まれていない｡

て不明の多きが目立つので正確な比較は困難であるが,だいたいの傾向として次のようなこと

がいえる｡1年未満で発生した離婚の割合は GL村では男女それぞれ28.4%,24.8%,PL村

では13.1%,12.5%であって,GL村において高い｡子のある離婚の割合はGL村男女におい

てそれぞれ42.0%,40.2%であるが,PL村では47.4%,75.0%と相対的に多くなっている｡12)

以上の比較から離婚発生の減少は常習的離婚者の減少および早期離婚の減少をともなっている

といえよう｡

Ⅲ.3.

三つの調査村において親族関係にある者との結婚が,離婚傾向と如何に関連しているかを検

討すると以下のようになる｡BP村においては親族関係にあるものの結婚から生じた離婚は5.6

%であって,非親族姫における13.7%にくらべて著しく少ない｡PI.村では親族婚と非親族姫

から発生した離婚はそれぞれ7.3%,19.9%で,BP村よりも高い離婚発生を示しつつも両者の

相対的な関係は保たれる｡これに対して GI.村では親族姫から生じた離婚40.7%に対して,罪

親族からの離婚発生は40.1%であって両者の間にはほとんど差がない｡

親族婚中もっとも重要な地位を占める第 1イ トコ婚だけをとり出してみると,そこからの離

婚発生は BP村 0%,PL村1.9%,GL村では66.7%となっている｡イトコ姫であれば夫婦の

仲がよくなり易いが,離婚が発生するときょうだいである親同士の仲も悪くなる可能性がある

ということは, それぞれの調査村において村人が述べている｡BP村,PL村においては第 1

イトコである夫婦仲に不満が少ないか,あるいは不満が現われた場合の調整の効果がよく現わ

れていると解釈できよう｡GL村ではこのような効果は事実上あがっていないように見える｡

ここではむしろ離婚発生をおそれて第 1イトコ姫を避けようとする傾向がみられる｡すなわち,

全結婚における第 1イトコ姫の割合は,既に示したように他の二村にくらべて著しく低 く,そ

12) PL村における男女の数値のギャップは,女子の離婚経験中子のない離婚がききとりの際に無視される
傾向があったためと考えられる｡子のない離婚は表2の中では不明の中に含まれている可能性が高い｡

12
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れを補うかのようにやや遠い関係である第2イトコとの結婚がBP村やPL村にくらべて多い

のである｡

集落内姫が離婚に対して及ぼす影響については三つの村を比較するデータが不足している｡

GL村のみについてみれば,集落内姫における離婚発生は28.6%,集落外婚からは44.6%であ

り,集落内では結婚の場合,離婚傾向がかなり低くなっていることが認められる｡

Ⅳ 比 較 と 考 察

Ⅳ.1.

三つの調査村における親族の構造は基本的には同一であるが,イトコ姫を含む親族姫のあり

かたばこの類似性の中で三つの村に若干の変異を与えている｡しかしながら親族姫が多いこと

自体が離婚の少なさを完全に説明できるとは言えない｡既に示 したように,親族姫から生じる

離婚の割合も非親族婿から生じるそれもともにGL村においてもっとも高く,PL村を中間に

おいて,13P村ではもっとも低くなるからである.またGL村における親族姫が離婚抑制力を

示さぬことは,親族婿と離婚抑制とが必ずしも本質的に結びつくものではないことを示唆する｡

BP村および PL村における第 1イトコ姫は極めて顕著な離婚抑制力をもっているように思わ

れるが,第1イトコ姫の全結婚中において占める割合は,それぞれ18.1%,9.7%にすぎない｡

かくしてイトコ姫は両村の離婚の少なさの説明に対して部分的にのみ寄与している｡前田によ

るもう一つの調査地ブキッメタ村 (BP村の隣村)では第1イ トコ婚8.1%,親族婚 (第1イト

コ姫を含む)22.5%であるO この割合はIiP村におけるよりもはるかに低 く,PL村のそれに

ほぼ等 しい｡この状態でブキッメタの離婚は総結婚経験数の7.5%,結婚経験者の5.5%を占め

るにすぎず BP村よりも少ない｡13)このこともイ トコ婚ないし親族婚の離婚抑止作用を過大評

価してはならぬことを傍証する｡

集落内姫が離婚発生を抑止するという考え方もまた,一つの集落において集落内姫を行なっ

た住民と集落外婚を行なった住民とを比較した場合には前者の離婚傾向がより低いという形で

明らかにされるかもしれないが,この事実から集落内姫の少なさそれ自体が常に高い離婚傾向

にむすびつき, 逆にその多いことが常に低い離婚傾向にむすびつくということを主張すること

はできない｡このことはPL村における集落内姫の比率が GL村よりもむしろ低いに もかか

わらず,離婚傾向がより低いという事実によっても明らかである｡

三つの調査村における離婚傾向の差違は,結局,社会構造あるいは親族構造の差によっては

説明されず, イスラームが近代化を受容していくときの対応の結果として理解されるであろ

う｡

13) 前田 (1973),p.493および p.499.

13
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Ⅳ.2.

伝統的なイスラームがマレー人の親族構造に内在する離婚許容性をそのまま発現させたこと,

他方近代的なイスラームの離婚抑制が効果を表わしつつあることは,同一時期の三つの調査村

の比較によって空間的に,また州別結婚 ･離婚数の変動を観察することによって時間的にいち

おう明らかになった｡

本稿において 伝統的なイスラームの代表と考えられたのはクランタン州の GlJ村 である｡

それでは GL村に代表されるクランタン州は全域として 伝統的なイスラームにおおわれた地

域として存在するのであろうか｡rr洲､憐損凋;の漁村において行なわれた Firth夫妻の調査や,

PasirPuteh郡の農村において行なわれた Downsの調査もそれぞれの地域における高い離婚

傾向を指摘する｡ 結婚経験 2回以上の者の占める割合は,Firthの漁村では男子82.6%,女子

80.0%,14)Downsの農村では63%15)である｡ これらの数値は前配偶者死亡による再婚によ

るものを含むために離婚そのものを示したものではないが, GL村における再婚経験者男子

38.6%,女子41.2%にくらべてより高い｡ 彼らの調査が行なわれたのはそれぞれ1940年,1958

年であり, しかもそれぞれある程度町から遠い村落である｡死亡率が高かったことを考慮に入

れても伝統的な離婚傾向は現時点の GL村よりもさらに高かったと考えられよう｡

他方,GL村と同じ郡に属しながら,郡役所のある町に隣接して展開するクバンプンバンで

は,GL村とほぼ同時期において離婚経験者の割合が,男子26.8%,女子19.4% とかなり低 く

なっている｡16)このことはクランタン州でも変化は徐々に生 じつつあり,州内部における地域

的な分化が既に目立っていることを示すO

Ⅳ.3.

変化はマレーシアだけで生 じているのではない｡ 隣接する シンガポールのイスラーム 教徒

(主としてマレー人)およびインドネシアのイスラーム教徒においても,近年明らかに離婚減

少の傾向がうかがわれるO シンガポールのイスラーム教徒の結婚数と離婚数の変化は表6に示

す通りである｡ シンガポールにおける減少はマラカ以上に組織的 ･制度的に意図されたもので
あって,1957年の法律改正 (1958年12月施行)とこれにともなう家事裁判所の設立を背景とし

ている｡17)法律は1966年にさらに離婚制限の方向にむかって再編強化されたO シンガポールと

マラカの相違は,前者においては末端のイスラーム指導者達の果たした役割が後者ほど顕著で

はないことであり,離婚制限はイスラームの精神を強調しつつも,法を中 心としてよりコスモ

ポリタンな方法で行なわれたことである｡

14) Firth,Rosemary(1966),p.28.
15) Downs(1967),p.144.
16) 坪内 (1974),p.492.

17) シンガポールの家事裁判所については,Djamour(1966)が全巻その記述を含んでいるo変動前のシン
ガポールの離婚については,Djamour(1957)が詳しい0

14
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蓑 6 シンガポールにおけるイスラーム教徒の結婚と離婚

年次 結婚 離婚

1921 2,055 1,133

22 2,073 1,239

23 2,113 ],205

24 3,089 1,285

25 2,616 1,311

26 2,633 1,335

27 2,55′1 1,466

28 2,556 1,421

29 2,469 1,428

1930 2,307 1,366

31 2,177 1,264

32 2,084 1,277

33 2,006 1,260

34 2,163 1,132

35 2,070 ],159

36 2,039 1,182

37 2,320 1,208

38 2,065 1,241

39 2,014 1,145

1940 2,213 1,249

41 2,440 1,267

42 2,949 1,139

43 3,582 1,705

44 2,907 2,165

45 2,982 2,046

46 3,095 1,734

47 2,784 1,588

48 2,6()5 1,545

49 2,516 1,401
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泊

57

52

58
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56
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52

60

56

56

51

38

47

74

68

56

57

59

5

姑
に
離

年次 結婚

1950 2,506

51 2,699

52 2,658

53 2,445

54 2,457

55 2,472

56 2,414

57 2,303

58 2,332

59 2,116

1960 1,814

61 1,560

62 1,483

63 1,690

64 1,698

65 1,928

66 1,911

67 1,894

68 1,971

69 1,972

1970 2,272

71 2,471

72 2,662

1

1

1

1

tJ
1

1

1

1

出所 :1921-1964 Ⅰ)jamour(1959),p.117およびI)jamour(1966),p.129,p.183.

1965-1968 SingapOreYearliook1968,p.80.

1969-1970 Si叩aPOre1971,p.262.

1971-1972 SiI一gaPOre1972,p.63,p.265.

a
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に
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インドネシアにおいて も離婚制限をめ ぐって多 くの運動が展開されて来た｡18)表 7に示 され

るように,1965年頃か ら離婚数減少の傾向が目立ちはじめる｡ジャヮの地域別に結婚 と離婚の

数の変化をみると表 8のようになり, ジャカルタとジョクジャカルタを含む文化的中心都市に

おいて離婚の減少が著 しいことが分か る｡

18) cf･Geertz(1960),pp･205f･;Alisjahbana(1966),p.115;VanderKroef(1965),PP.214f.;Grant(1964),

pp.129仔.紘 .
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表 7 イ ン ドネシア におけ る イスラーム教徒の結婚と離 婚 (単位1,000)

年

Ⅶ
19

結婚 離 婚

1,276 629 43

1,443 815 61

1,310 783 59

1,417 723 76

1,383 735 56

1,313 760 62

1,086 584 42

1,148 598 40

1,242 672

1,320

1,254

61 1,162

62 1,036

63 1,321

1

64 1,130

65 1,178

66 1,097

67 804

68 1,042

69 1,099

1970 859
66

7

4

9

5

6

3

0

3

8

3

5

8

1

8

6

3

0

9

7

1

7

1

2

6

1

9

7

0

6
5

6

6

5

5

3
4

4

2

2

3

9

6

5

8

5

6

6

8

7

0

4

4

1

9

0

4

5

5

4

4

5

4

4

3

2

2

2

1

1

結婚 100 離婚 100
に対 する に対 する
離婚 的消 し

49.3 6.8

56.5 7.5

59.8 7.5

51.0 10.5

53.1 7.6

57.9 8 2

53.8 7.2

52.1 6.7

54.1 7.3

52.8 8.0

52.2 8.4

52.2 7.9

57.2 7.6

50.7 8.4

54.2 7.5

49.1 8.3

46.8 7.2

40.4 6.2

44.9 5.1

37. 4 5.8

34.7 3.7

31.0 3.3

30.6 3.3

出所 :StatisticalPocketbookoflndonesia1953-1963各年度版および
1970/71,1972/73年度版

Ⅴ む す び

離婚という人間の行為は,特定の社会に受容された夫婦結合に関する価値観の如何に従って

発生する｡この価値観はその社会固有の親族構造などから生み出される可能性もあるが,それと

は独立に外部から導入される可能性もある｡Gluckman(1950),Leach(1957),F礼llers(1957),

Ackerman(1963)などの人類学者による業績は離婚現象を集団との関係において論ず るに と

どまっている｡すなわち,彼 らの問題の設定は親族構造がその社会の離婚に関する価値観を創

造するという前提を暗黙のうちに認めているようにみえる｡価値観が外部から導入された社会

においてほ,構造の論理ないし集団の論理は,同一集落内あるいは同一地域内における相対的

な変異をもたらす形で発現するにすぎない｡

マレー人の親族構造自体は自由な離婚発生を許容する性格をもっている｡彼らの社会にイス

ラームが導入されなかったとすれば,親族構造自体の特質が離婚現象にそのまま反映し,ある

程度高い離婚発生がみられたに違いない｡イスラームはこのような基盤に対して離婚発生をよ
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表 8 ジャワの各地域におけるイスラーム教徒の結婚と離婚

地

aVかsteW

Il:asりilViL

(:entralJavil

(irclltL･rJakartとl

戟

YogyakartaArea

年次 結婚

1953 355,170

1964 245,081

1970 223,457

1972 255,229

1953 451,898

1964 244,944

1970 265,859

1972 299,749

1953 376,490

1964 238,661

197() 209,203

1972 234,762

1953 28,623

1964 32,434

197() 26,340

1972 27,239

離婚 離婚
取消し

217,237 17,763

152,029 13,047

81,423 2,893

83,099 2,909

243,163 37,613

149,109 9,384

107,533 4,084

110,322 3,177

結婚100 離婚100
に対する に対する
離婚 11明 し.
61.2 8.2

62.() 8.6

36.4 3.6

32.6 3.5

8

9

4

8

3

0

nU
6

uJ
6

バu1
3

187,834 1],433 49.9

137,826 7,383 57.7

77,320 2,539 37.0

77,704 2,223 33.1

ll,706 1,194

12,981 1,397

･】,971 259

3,833 173

1953 30,933 11,796

1964 4,426 3,225

1970 19,862 5,284

1972 22,278 4,664

0

3

6

2

6

6

4

1

j
4

1

1

9

0

9

1

0

0

8

バリ

4

4

｢J
1

1

9

6

9

8

2

6

0

3

7

2

2

日H

出所:1953 I)jとunOIJr(1959),㍗.135.
1964 Nugroho(1967),p.175.

1970 Stiltisti(二alP()Llketb()(-kofIndonesia1970良1971,p.43.
1972 St;ttisti(.illl'oL､kLltl'･Mk()fIndonesia1972良1973,p.70.

り刺激するように作用することも,逆に抑制的に作用することもできた｡後者の場合,離婚抑

制の要素がイスラーム自体の中に本質的に内在 しているというよりは,近代化の波の中 にあっ

て,周Bflの中値を勘案してこの側面の強調が行なわれたと解釈すべきであろう｡ 在来の親族構

造が規定 してきた離婚容認の世糾 こおおいかぶさって,離婚をさらに容易にしたのもイスラー

ムなのであるOわれわれはこのようなイスラームの現われ方の中に,この宗教の融通無凝な性

格を見出すことができる｡この融通無凝な性格は,イスラーム自体の特質というよりは,人数

の歴史とともに長年月を生き残って来た世界宗教一般に共通する特質なのかもしれない｡ しか

し,たとえばカ トリックと比較した場合,家族現象に関してイスラームはきわめてあざやかな

形をとって多様な事態に対応しているといい得るであろう｡ この小論はイスラームのこのよう

な性格を離婚という現象に対する対応を介して立証することを試みたものと言える｡

シンボルと価値観との対応が固定的ではないということとその影響にかんしては,わが国に

おける ｢家｣観念と離婚観をめぐってもある程度論証できるように思われる｡ これに関しては

稿を改めて詳述することにしたい｡
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